
【資料第３号】 

文京区居住支援協議会設置要綱 

 

28 文福福第 1502 号 平成 29 年 3月 22日区長決定 

30 文福福第 398 号 平成 30 年 6月 29 日部長決定 

2020 文福福第 761 号 令和 2 年 12 月 24 日部長決定 

2021 文福福第 115 号 令和 3 年 5 月 11 日部長決定 

 

（設置） 

第１条 住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律（平成 19 年法

律第 112 号）第 51 条の規定に基づき、低額所得者、被災者、高齢者、障害者及び子

どもを養育している者その他住宅の確保に特に配慮を要する者（以下「住宅確保要

配慮者」という。）の状況及び民間賃貸住宅の市場動向に関する情報等を共有する

とともに、民間賃貸住宅を活用した住宅確保要配慮者に対する効果的な居住支援の

推進を図るため、文京区居住支援協議会（以下「協議会」という。）を設置する。 

（所掌事項） 

第２条 協議会は、次の事項を所掌し、協議し、及び検討する。 

（１）住宅確保要配慮者の状況及び民間賃貸住宅の市場動向についての情報の共有に

関すること。 

（２）住宅確保要配慮者の円滑な入居及び安心居住の支援に関すること。 

（３）関係機関の連携に関すること。 

（４）その他区長が必要であると認めた事項 

（組織） 

第３条 協議会は、次に掲げる者のうちから区長が委嘱し、又は任命する委員をもっ

て組織する。 

（１）学識経験者 １人以内 

（２）不動産関係団体 ５人以内 

（３）居住支援団体 ７人以内 

（４）区の職員 

２ 前項第４号に規定する委員は、別表に掲げる職にある者をもって充てる。 

（委員の任期） 

第４条 委員の任期は、前条第１項の規定による委嘱又は任命の日から２年とし、委

員が欠けた場合における補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。ただし、

再任を妨げない。 

（構成） 

第５条 協議会に会長及び副会長各１人を置く。 

２ 会長は、第３条第１項第１号の学識経験者の委員をもって充てる。 

３ 会長は、協議会を代表し、会務を総理する。 

４ 副会長は、委員のうちから、会長が指名する。 

５ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるとき又は会長が欠けたときは、その職

務を代理する。 



（招集） 

第６条 協議会は、必要に応じて会長が招集する。 

 （会議の公開） 

第７条 協議会は、公開とする。ただし、会長が公開することが適当でないと認めたとき

は、この限りでない。 

 （関係者の出席等） 

第８条 会長は、必要があると認めたときは、委員以外の者を協議会に出席させて説

明を求め、又は意見を聴くことができる。 

（専門部会） 

第９条 会長は、必要があると認めたときは、専門的事項について調査し、又は研究

させるため、協議会に専門部会を置くことができる。 

２ 専門部会は、会長が指名する者をもって構成する。 

３ 専門部会は、第１項の規定により調査し、又は研究した事項について、協議会へ

報告する。 

（庶務） 

第１０条 協議会の庶務は、福祉部福祉政策課において処理する。 

（委任） 

第１１条 この要綱に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、会長が

別に定める。 

 

付 則 

この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

 付 則 

この要綱は、平成 30年 6 月 29 日から施行する。 

 付 則 

この要綱は、令和 2年 12 月 24 日から施行する。 

 付 則 

 この要綱は、令和 3年 5月 11 日から施行する。 

 

別表（第３条関係） 

福祉部長 

福祉部地域包括ケア推進担当部長 

福祉部福祉政策課長 

福祉部高齢福祉課長 

福祉部地域包括ケア推進担当課長 

福祉部障害福祉課長 

福祉部生活福祉課長 

子ども家庭部子育て支援課長 

保健衛生部予防対策課長 

都市計画部住環境課長 

都市計画部建築指導課長 



 


